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不良債権問題と金
融不安の継続

利用者保護に欠ける
事例の多発

国内の人口減少・
高齢化

国際的な低金利
環境の持続

リスクの形態と所在
の変化の加速

不良債権問題と
金融危機の収束

利用者保護の確保

中心課題環境 検査監督のツールとアプローチ

顧客ととも
に成長する
持続可能で
多様なビジ
ネスモデル
の実現

事業性評価、
生産性向上
への貢献

顧客の立場
に立った資
産運用手段
の提供

フォワードルッキングな
リスク把握と対応

最低基準の充足
チェック

ベストプラクティス
の追求に向けた
対話

2000年代
前半まで

利用者ニーズの
多様化

現在

資産査定、
自己資本比
率規制

コンプライア
ンス検査、
行政処分

当局による
情報発信・
金融機関に
よるディスク
ロージャー

ベンチマーク

コードや
プリンシプル

リスクを巡る対話

1（出典）金融モニタリング有識者会議資料（2016年８月）

金融行政の変化



情報の
非対称

性

金融
システム
のネット
ワーク性
に由来す
る外部不

経済

金融シ
ステム
の安定

「市場の失
敗」の存在

金融行政の
中核的な目標

金融行政の
付加的な目標

金融仲
介機能
の発揮

金融行政の
究極的な目標

企業・
経済の
持続的
成長

利用
者の
保護

利用者の
最善の利
益に沿っ
た商品・
サービス
の提供

市場
の公
正・透

明

市場
の活
力

安定的
な資産
形成

国民の
厚生の
増大

当局のイニシアチブの役割が相対的に大
最低基準の充足チェックの役割が相対的に大

民間当事者のイニシアチブの役割が相対的に大
ベストプラクティスの追求に向けた対話の役割が相対的に大

金融行政の目指す姿

・
・
・
・
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地域社会

地方自治体

地
域
金
融

地
域
企
業
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地域経済エコシステム

支援機関・地域活動家・市民団体

全
体
の
調
和
が
と
れ
て
い
る
地
域
づ
く
り

産業政策

共通価値の創造

信用保証協会

再生支援協議会

地方大学
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事業者支援のノウハウ共有

コロナ禍の状況等も見極めながら、資金繰り支援から、資本性資金等も活用した事業者の経営改善・事業再
生支援等に軸足を移し、コロナ後の新たな日常を踏まえた経済の力強い回復と生産性の更なる向上に取り組
むことが必要だ。（中略）
さらに、こうした支援の環境整備・側面支援として、金融機関の現場職員の間で、地域・組織を超えて事業者
支援のノウハウを共有する等の取組みを支援していく。

小規模企業

金融機関の企業担当者それぞれが
経営改善等の支援に取り組んでいくべき状況に

（事業者数イメージ）

中小企業

大企業

中堅企業

コロナ禍の影響
を大きく受けた
企業が多数存在

【コロナ禍の影響を受けた企業の再生に向けて】

令和２事務年度 金融行政方針 抜粋

① Web上に金融機関専用の事業者支援ノウハウ共有用プラットフォームを創設
内閣官房 まち・ひと・しごと創生本部事務局 『地方創生カレッジ』 がポータル

② 各地域で始まりつつある事業者支援等のノウハウ共有の取組みへの後押し
各地域への事業者支援の有識者・実務者の紹介・協業、ノウハウの集約など



① 事業者支援ノウハウ共有用のプラットフォームの本格稼働

(例) 栃木県内の金融機関・保証協会が、11月13日（金）に「企業支援者育成シンポジウム」を開催

トライアル 122名
→ リニューアル（本格稼働）

• 本年1月22日よりトライアル運用を開始（45機関122名の参加）し、活発な投稿が寄せられた
• 参加者からは、地域・業態・組織を超えたやり取りがなされたことが有用であったが、サイトの利便性向上、参加者が

急増することで却って安心してやり取りしづらくなるとの課題の声も寄せられた

共有サイトをリニューアルし本格稼働開始、参加者を段階的に増やしていく

• 共有サイトに参加を検討する機関向けに、閲覧のみの参加の枠組みも創設
• ２０２１．５月末 ： 一次追加登録参加者が共有サイト利用開始（参加者計300名程度を上限）
• ２０２１． 夏頃 ： 二次追加登録参加者が共有サイト利用開始

一次追加募集（5月）
参加者計300名

二次追加募集
（夏頃）

新たに閲覧のみの参加枠を設定

事例研究の模様

② 各地域における事業者支援等のノウハウ共有の取組み拡大への後押し

10名前後の少人数グループに
分かれて事業者支援に関する
事例研究等を実施
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 信頼関係の構築
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企業・個人金融機関担当官上司

１on１ミーティング 探究型対話 顧客本位の業務運営

指示の連鎖 “Chain of Command”から、対話の連鎖 “Chain of Dialogue”へ

課題

「プッシュ型」の営業「指摘型」の検査指揮命令

金融庁

顧客起点

全てにおいて心理的安全性を保つ

金融庁のチャレンジ



1 「ちいきん会」の開催 ［開催：年数回、規模：数百人］

・「ちいきん会」（地域×金融）：地域課題解決に関心があり、熱量の高い
金融機関職員や国・自治体、民間企業等の有志が肩書きを外して交流する場。
■地域課題の把握
■地域キーパーソンと有志のコミュニティ形成（12/1時点、約1,600名が参画）

「ちいきん会 地域ダイアログ」の開催 ［開催：定期、規模：少人数］

・産学官金言の関係者をつなぎ、地域課題解決に向けて一緒に解決方法を考える場。
■地域課題の明確化
■地域ネットワークづくり、地域課題解決に向けた企画・仕組みの検討

課題解決への企画・スキームの提案

・「地域ダイアログ」で検討し具体化した企画等を関連する
公的な機関・検討の場に提案。

地域ダイアログの自走化

・地域ダイアログでは、更に地域課題解決に向けた議論を重ねる。
・地域課題解決支援チームは、運営事務局を地元有志に引き継ぎ、リモートでの支援を行う。

２

３

４

地域課題解決支援チームの具体的な取組みの流れ
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通常の話し合い オフサイトミーティング

目 的 時間内に結論を出す チームを強化する

議論の方向性
「収束」指向
→決められた時間と段取りで効率的に進める

「発散」指向
→最初は混沌状態になることを受け入れる

重 要 な 要 素 論理性が求められる 肩書き・立場・責任を離れた、ひとりの社員として参加

時 間 間 隔 短い時間で要領よく じっくり時間をかけてとことん話す

大切にすること 議論や結論の整合性や妥当性
新しいものが生まれたか
参加者のエネルギーが高まり、当事者意識が生まれたか

結 論
事前に落としどころが想定されているケースが多い
「正論」が強すぎると実行されにくい

予定調和でない斬新な発想が生まれやすい
当事者のいる実行可能な現実解

 心理的安全性の確保（肩書きを外して）
 熱量ある有志
 まじめに建設的な対話を行う

（出所）SCHOLAR CONSULT

「地域ダイアログ」の特徴
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持続可能な地域経済社会の活性化に向けた金融庁と環境省との連携チーム
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 2021年3月31日、持続可能な地域経済社会の活性化に向けた、金融庁と環境省の「持続可能な
地域経済社会の活性化に向けた連携チーム」が発足

① 地域経済エコシステムの形成に資する人的ネットワークの構築支援

② 地域課題解決に資する関係者とのパートナーシップの充実や人材の発掘・育成支援

③ 地域金融機関におけるSDGs/ESGの実践等を通じた持続可能な地域経済社会の

活性化に向けた取組支援

主な連携項目

地域の各主体がそれぞれの役割を果たしつつ、相互補完関係を構築するとともに、地域外の経済

主体とも密接な関係を持ちながら、多面的に連携・共創していく地域経済エコシステムの形成や地

域課題の解決を通じた地域経済の活性化や、地域資源の活用を通じた持続可能な地域社会づ

くりに資する取組について、両省庁の知見やノウハウを持ち寄り、協働で取組むことを目的とする。

<連携チームの体制>
・ 金融庁監督局参事官、監督局総務課地域課題解決支援室
・ 環境省大臣官房審議官、大臣官房環境経済課・環境金融推進室

概要
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